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第５回 世田谷区子ども・子育て部会 

議事録 

 
▽日時 

平成26年６月27日（金）10：00～ 

 

▽場所 

世田谷区役所第２庁舎４階 区議会大会議室 

 

▽出席委員 

和田部会長、森田副部会長、天野委員、猪熊委員、太田委員、加藤委員、相馬委員、

普光院委員、松田委員、正岡委員、平林委員、秋元委員、五島委員、坂本委員、 

萩谷委員、谷合委員、中山委員 

 

▽欠席委員 

 池本委員、横矢委員 

 

▽事務局 

 岡田子ども・若者部長、香山子ども育成推進課長、上村子ども若者部副参事、小野

児童課長、梅田保育課長、田中保育計画・整備支援担当課長、百瀬子ども家庭課長、

片桐若者支援担当課長 
 

▽資料 

１ 世田谷区子ども・子育て部会委員名簿 

２ 子ども・子育て部会の位置づけ 

３ 子ども計画（第２期）中間のまとめ(案) 

４ 子ども・子育て支援事業計画案（教育・保育事業） 

５ 子ども・子育て支援事業計画案（子ども・子育て支援事業） 

６ 需要量見込みの補正及び確保方策説明資料 

７ 家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（素案）（骨子） 

８ 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準等に関する条例（素

案）（骨子） 

９ 支給認定及び保育の実施等に関する条例（素案）（骨子） 

10 子ども・子育て会議条例（素案）（骨子） 

11 放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例（素案）(骨子) 
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▽議事 

 

香山課長：定刻になりましたので、第 5回子ども・子育て部会を開催いたします。

本日はお忙しい中、ご出席いただきまして、ありがとうございます。議

事に入りますまで進行を務めさせていただきます、子ども育成推進課長

の香山でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日は池本委員、横矢委員より所用により欠席とのご連絡をいただいて

おります。また、太田委員、松田委員より10分程度遅れるというご連絡

をいただいております。 

委員のみなさまには、当部会の任期の延長について、恐縮でございます

が郵送でご依頼させていただきました。後ほど、子ども・子育て部会の

位置付け等につきましてご説明させていただきますが、趣旨をご理解い

ただきまして、ご協力を賜りたいと思います。 

     それでは、開会にあたりまして、子ども・若者部長の岡田よりあいさつ

をさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

岡田部長：おはようございます。今日はお忙しい中、お集まりいただきましてあり

がとうございます。世田谷区の子ども・子育て部会も今回で 5回目とな

りました。私ども、事務局としましては、新制度に向けた準備がまさに

佳境に入ってきたなと感じているところです。 

 今日は、次第にありますように「子ども・子育て部会の位置付け」、それ

から「子ども計画（第２期）の中間まとめ」、「子ども・子育て支援事業

計画案」、「子ども・子育て支援新制度の実施に向けて区が定める条例に

ついて」ということで、大変盛りだくさんになっております。４番目の

条例につきましては、９月の第３回区議会定例会に提案をしたいと考え

ているところです。お時間限られている中で、盛りだくさんの議事で大

変恐縮ですが、どうぞよろしくお願いいたします。 

香山課長：続きまして、お手元に配布している資料の確認をさせていただきます。

次第にもありますように、本日報告を含め、４件の議事を予定しており

ます。資料１が委員名簿、資料２が当部会の位置付け、資料３が子ども

計画（第２期）中間まとめとなっております。続いて資料４、５、６と

議事３の子ども・子育て支援事業計画案の資料となっております。資料

７から11が議事４の区が定める条例にかかる資料となっております。 

また来月７月６日の日曜日の10時から子ども・子育て支援新制度せたが

やフォーラムを開催いたしますので、そのチラシをお配りしております。

ご登壇いただく委員の皆さまにはこの場を借りてお礼申し上げたと思い

ます。また委員の席上には地域の子ども・子育て支援事業に関する提案

についてという表記の書類をお配りしております。本部会の親会でござ

います、世田谷区地域保健福祉審議会に対し、計画の策定に向けての要

望をいただいたものを配布しております。資料は以上でございます。不

足はございませんでしょうか。 
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 それでは今後の議事につきましては、部会長よりよろしくお願いいたし

ます。 

 

（１）子ども・子育て部会の位置づけについて 

 

部会長 ：おはようございます。それでは第５回子ども・子育て部会を始めますけ

れども、今お話がありましたように、今日議論すべきことが非常に多い

です。２時間の中で議論する必要がありますので、ここで言い尽くせな

かったことは後ほどご意見として事務局までメールでお寄せいただきた

いと思います。議事の発言は是非たくさんしていただきたいのですが、

一回ごとはできるだけ短くしていただいて、議事の進行にご協力いただ

ければと思いますのでよろしくお願いいたします。 

 それではまず議事１、子ども・子育て部会の位置付けについて事務局よ

り説明お願いいたします。 

事務局 ：資料２をご覧ください。子ども・子育て支援法により、区市町村の行う

子ども・子育て支援施策の計画的推進に係る調査審議を行う機関として、

子ども・子育て会議を設置することが努力義務とされております。子ど

も・子育て会議の役割は、資料２の右上にあります。４つありますが、

区ではそのうち③の役割を担う会議体として、昨年６月に子ども・子育

て部会を設置いたしました。子ども・子育て部会の設置目的や任期につ

きましては右下に示しております。当初、本年６月に予定しておりまし

た、新制度の各種基準条例の制定に合わせて、子ども・子育て会議の設

置についての条例を定め、新制度に基づく施設の認可、確認の役割を追

加し、４つの役割の全てを担う「世田谷区子ども・子育て会議」を設置

する予定でおりました。その際、本子ども・子育て部会は６月末で解散

し、メンバーと役割等を新たな会議体に引き継ぐことを予定していたの

ですが、条例の制定時期がずれたこともありまして、このたび任期延長

のご依頼をさせていただいたところでございます。委嘱状につきまして

は、ご承諾の確認をさせていただいた上で、次回の子ども・子育て部会

にてお渡しする予定となっております。会議体の位置付けと任期などを

含めたスケジュールにつきましては、資料２の左側をご覧いただければ

と思います。以上でございます。 

部会長 ：この議事につきまして何かご質問等ありますでしょうか。これはもうや

むをえないということで、よろしいですか。では続きまして、議事２の

子ども計画（第２期）の中間まとめについて説明をお願いいたします。 

 

（２）子ども計画（第２期）の中間まとめについて 

 

事務局 ：続きまして、子ども計画（第２期）中間まとめの案についてでございま

す。資料３をご覧ください。子ども計画は平成27年３月に向けて、子ど
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も計画研究会のご意見等を伺いながら策定作業を進めているところでご

ざいます。７月９日に子ども・子育て部会の親会にあたる、地域保健福

祉審議会が開催されますので、これまでの計画策定状況を中間のまとめ

として示して、審議いただく予定になっておりますので、本日この中間

まとめについて、ご意見をいただければと思っております。 

では３ページをお開きください。まず計画の位置付けですが、子ども計

画は世田谷区子ども条例の理念を推進するための計画となっております。

本部会でみなさまにご議論いただいております「子ども・子育て支援事

業計画」は、子ども計画に内包するものとして章を設けて示しておりま

す。対象とする年齢ですが、子ども条例では、子どもを18歳未満のすべ

ての人としており、子ども計画も18歳までを対象としていますが、下の

図にありますとおり、子どもと若者は定義の上で、一部の年齢の重なり

だけでなく、人の成長として切れ目のない、ひとつの流れのものとして

捉えて施策を行っていく必要があることから、若者施策を見据えた検討

を行うとともに、今後の若者施策の取組みについても、ひとつの章を設

けて示しております。 

  ４ページをお開きください。計画期間は平成27年度から36年までの10

年となります。事業計画については、法で定めるとおり計画期間を５年

間としております。 

  ５ページから８ページは、現在の後期計画の振り返りになります。５ペ

ージから７ページの上段までは後期計画で設定した指標を基に、この５

年間の施策の評価を行っております。説明は省略させていただきます。 

 また7ページの下の段には後期計画で策定した目標事業量の達成に向け、

保育や幼児教育、子ども・子育て支援などをどれだけ整備してきたかを

示すものです。計画期間の27年３月には概ね目標事業量を達成できると

考えております。８ページでは平成23年から 24年の世田谷区子ども・

青少年問題協議会で行っていただいた、後期計画の評価・検証の中で、

すぐに着手すべきと提言された項目とそれに対する区の対応を紹介して

おります。 

 ９ページ以降が新たな計画にかかる部分になります。９ページの上段で

すが、今後10年の計画で目指すべき姿を示しております。こちらにつき

ましては、庁内での検討、子ども計画研究会でのご意見、また区民との

意見交換でいただいたご意見を基に、「子どもがいきいきわくわく、育つ

まち」を目指していくこととしております。また、計画策定にあたって

の視点・テーマは大きく３つ、「行政の責任と役割の転換」「サービス主

体の多元化」「利用者の立場からの支援」を掲げております。これにつき

ましては研究会からもさまざまなご意見をいただいております。例えば

「サービス主体の多元化」で矢印が民間に向いていて、区が主体からな

くなってみえるのではないか、また全体的に協働・ネットワークの視点

が弱いのではないかというご意見もいただいております。本日、部会で
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のご意見を伺いながら、更に検討してまいりたいと考えております。下

の段には、今後10年間で考慮すべき動きにつきまして記載しております。 

 10ページをご覧ください。新たな計画の体系案です。子ども・子育ての

施策を大きく６つに区分し、それぞれの区分に対していくつかの項目を

設定しております。また、サービスの質の向上や人材育成など全ての項

目に共通の課題は体系からは独立させて、今後、施策の全体像を示して

いきたいと考えております。 

 11ページから14ページは大項目ごとの現状と課題、施策の方向性を示し

ております。今後より細かな視点から検討を進め、具体的な記載の内容

を深めてまいります。 

 15・16ページは、事業計画案になります。次の議題として議論していた

だきますので、ここでは説明を省略させていただきます。 

 17ページは、今後の若者施策の取組みです。このように章立てをして記

載していきたいと思っております。 

 駆け足でございますが、以上で中間のまとめ案についての説明を終らせ

ていただきます。本日は重要な議題が多く、審議の時間が短いため、ご

質問を中心にこの場で答えさせていただき、ご意見がございましたら、

７月15日までに事務局までメールでいただければと思っております。 

部会長 ：ありがとうございました。それでは子ども計画中間まとめについてご質

問、それから今、この場で是非意見として述べておきたいということに

ついてご発言いただければと思います。 

副部会長：研究会で一番議論しました点は、９ページの計画の理念です。理念とい

うのは基本的には子ども・子育て事業計画やあるいは今後の若者施策、

こういったところに広くそして深く関連していく骨格になりますので、

そういった意味では、この子ども計画で目指すべき姿とか計画策定にあ

たっての視点・テーマというところが、最も重要な点と考えて議論して

まいりました。 

 この「いきいきわくわく」という表現は、区民の方々や関係者の方々と

の意見交換の時に出てきたキーワードであるということです。待機児が

非常に多く、その子どもたちをきちんと保育する、待機児をなくすとい

うことが非常に大きな課題ではありますが、それ以上にやはり世田谷の

中で子どもたちがいきいきと世田谷らしい文化の中で育つということ、

若者施策をこの中に入れこむとなると、そういった視点を重視する必要

があるのではないかということで、こういったキーワードが出てきまし

た。是非ここについてはご意見をいただけたらと思っております。 

 それからもうひとつ、先ほど事務局からもご説明ありましたが、視点・

テーマのところの３つの視点です。行政の責任と役割とあり、転換とい

う言葉だとなくなるのではないかと思ってしまう感じですが、そうでは

なくて、具体的には直接的なサービス提供というところから、サービス

をコーディネートしていく、そしてよりよい子ども施策を展開するため
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のシステム作りというところに視点を移していくという意味です。それ

に伴って、どのように作り上げていくかという時に、サービスの主体が

非常に多元化していく中で、一番大事なことは、それぞれがばらばらに

事業を行って、目的を共有できないということになってはいけないとい

うことです。当然自由競争の社会ではありますが、世田谷が大事にして

いる子どもの人権擁護といったことをしっかり守れるような事業展開を

しなければならない。そのことがこの３つ目の大きな柱である、利用者

の立場からの支援ということで、具体的には、この利用者という時には

子ども自身が最も大事にされ、そして育たなければならないということ、

そしてそれを家族全体あるいは地域全体で支えていくような仕組みをき

ちんと作っていただきたいという考え方です。この辺りを中心にみなさ

んからご発言いただけるといいのではないかと思います。 

部会長 ：ありがとうございました。今、副部会長から議論のポイントをお話しい

ただきましたので、ここを中心にご意見をいただければと思いますが、

いかがでしょうか。 

委員  ：先ほどの９ページの計画策定にあたっての視点・テーマのところで、事

務局からもご説明ございましたが、私も小さい矢印が気になりまして、

左側の役割を止めて右のほうに行く、という形に見えたものですから、

必ずしもそうではないということを今確認させていただきました。ただ

一方で、サービス提供当事者からコーディネーター、ルールメーカー、

サービスのセーフティネットという形での移行が示されていますけれど

も、実際には公立保育所や児童館、子ども家庭支援センターなど、現場

の役割を行政が担っています。現場の役割を担うことによって、いろい

ろな現場で生じている課題を行政が直接捉えたりとか、必要なサービス

というものを率先して取り組んだりとか、あるいは災害時にそういった

現場を持っているということが力を発揮していくということにつながっ

ていくと思いますので、あまり単純に提供者から右側の役割に転換して

いくとはしないほうがいいと感じましたので、一言申し上げました。 

部会長 ：ありがとうございました。確かに児童分野は、行政が直接行うところも

かなり、他の分野に比べると大きいです。サービスの多元化が進むこと

は間違いないですが、役割が完全に変わるというわけではないというこ

とを認識しておく必要があるというご意見でした。多元化が進む場合に、

ルールメーカー、サービスのセーフティネットというところに入るのか

もしれませんが、サービスの質の担保とか、それをするための方法、評

価とかいろいろな新しい役割が行政にとって必要になってくるのではな

いかと思いますが、そこのところは行政の役割の転換の中、質の向上の

ところに入っているということですかね。他にいかがでしょうか。 

委員  ：今の話しのところで、やはり質の担保、質の確保というところをもう少

し見えるように、この表の中で出せないかなと思います。質の向上とい

うところの上に書かれているものとの関連はもちろんよくわかりますけ
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れども、サービス主体が多元化している中で、自己評価なども含めた質

の担保というものが見えてこないかなという希望がございます。先ほど

のお話にもありましたけれども、区から地域、民間での矢印は、相互の

矢印にならないものかなと思いました。 

部会長 ：ありがとうございました。他にいかがでしょうか。今日、できるだけご

意見を出しておいていただければと思います。 

委員  ：これを見た区立幼稚園の保護者・関係者は、これから認定こども園化さ

れるにあたって、世田谷区というのは監督責任を果たすのはもちろんだ

が、実際的な業務を果たして区が責任を持って実施するのかなという不

安が広がるのではないかと思います。９ページの子ども・子育て支援新

制度の本格実施のところにも書いてある、幼保一体化の推進、このあた

りは認定こども園のことを考えていると思いますが、この表を見た感じ

ですと、行政が自ら幼児教育、子どもの教育を、責任を持って行うとい

う印象がものすごく薄れてしまう感じがします。とくに、民間に運営母

体が移るこども園では、そちらにお任せをするということになっていく

のでは、という不安をあおるようで危機感を感じます。 

部会長 ：ありがとうございました。これはさっきもありましたご意見とつながり

ますね。他にいかがでしょうか。 

委員  ：サービスという言葉ですごく印象が悪くなっているので、そこはひと工

夫いただけるといいのかなと思います。また、このサービスのセーフテ

ィネットと書かれているところに直接公的なところが運営している意味

があるのかなと思います。公立保育所も含め、セーフティネットとして

も公的なところがここできちんと最後に受け止めますということだと思

いますが、サービスとなってしまうと、地域の立場としても、私たちは

サービスに巻き込まれるのかなという印象があります。世田谷には市民

活動的な、インフォーマルなものがたくさんありますので、計画の中に

は入らないにしても、この表現はどうなのかなという質問含め提案です。 

委員  ：割り切れない部分なので、ここでどうこうということではないのですが、

一応意見として述べておきたいと思います。利用者の立場からの支援と

いうところで、今森田副部会長から、子ども自身が最も大切な利用者で

あるという視点のお話がありました。子ども計画なのでその視点は明確

にしておいたほうがいいと思いますが、保育施設においては利用者とい

うのは、子どもだけではなくて、保護者も対象です。就労を目的とした

保護者のために作られているからです。今までもかなり議論されている

ところですが、両者の利益には二律背反が見られるところが保育園です。

私たちはその中でも子どもを大切にするということはどういうことだろ

うということの議論をずっと重ねてきています。そこがもう少しみなさ

まと共に議論されて、そして子ども自身の最善の利益と就労支援という

このふたつをどこで線引きして、どう私たちが支援できるのかというと

ころが、これからも議論され続けなければならないところであり、問題
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が残されているところであるということを申し上げておきたいと思いま

す。 

部会長 ：ありがとうございました。他にいかがでしょうか。 

委員  ：いま、委員がおっしゃったこと、本当にそのとおりだと思いますが、付

け加えますと、就労支援だけではないことを保育所のみなさんはやって

いらっしゃるし、地域でもやっています。親となって子どもを育てると

いうところで、根本的なところの支援が必要になってきています。保育

サービスは単なる就労支援だけではなくて、子どもと一緒に暮らす人の

支援でもあるので、利用者の立場というとどうしても親の就労とか自己

実現のためと受け取られがちですが、これも子育てをする上でのセーフ

ティネットというか、親は子どもの最大の環境と思っていますので、そ

ういったことも含めて利用者の立場と捉えていただければと思います。 

委員  ：この９ページの３つに分かれている表の構図についてですが、役割の転

換のところのみにサービスの質の向上が入ってしまうと、そこだけのサ

ービスの向上に見えてしまいます。子どもを取り巻く環境全体の質の向

上にあたると思うので、質の向上を真ん中に置いて、全体的な書き方に

したほうがわかりやすくていいのではないかと思いました。 

部会長 ：いろいろご意見いただきましたが、行政の責任と役割の転換というのは、

新たな役割が加わってくるというようなイメージであるとみなさまから

お話があったと思います。それから利用者の立場からの支援という、「子

どもがいきいきわくわく」という目指すべき姿とつながって、子どもと

暮らすことへの支援といった視点が重要ではないかというお話がありま

したが、そのとおりだなと思いました。多元化が進むことは間違いない

と思うのですが、それは区の役割と、多元的な主体といかにうまく協働

しながら、かつ質を確保し、人権を守ってやっていけるような仕組みを

どうしていくのかを考えていく必要があるのではないかといった意見が

ありました。目標、目的を共有することも大事ではないかという意見や、

全体の質の向上を真ん中に置いてみたらどうかというご提案もございま

した。 

今日ここで結論を出すということではなくて、これ以外にもお気づきの

点があれば是非ご意見をいただくということにして、あとふたつ大きな

課題があるので、申し訳ありませんが、今のご意見を踏まえながら更に

検討を進めていただくことにして、次に行かせていただきます。 

     それでは議事の３、「子ども・子育て支援事業計画案」について議論した

いと思います。まずは、教育・保育事業について事務局から説明をお願

いいたします。 
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（３）子ども・子育て支援事業計画案について 

 

事務局 ：子ども・子育て支援事業計画については、需要量見込みを算出し、平成

31年までの５年間で、その需要量に対応する確保方策を定めるものとな

っております。 

まず資料４の教育・保育事業の説明をさせていただきます。資料６を使

って説明いたします。１ページの真ん中に書いてありますのが教育・保

育の需要量見込みです。幼稚園にかかる需要量見込みの補正は前回の部

会で承認いただいているとおりでございます。確保方策ですが、２ペー

ジに詳細を記載しております。確保方策は、需要量に対応する枠、つま

り定員で示しています。私立幼稚園の定員は11,010人と区立幼稚園の定

員1,224人の計12,234人が基本となる確保方策となります。こちらにつ

いては給付施設に移行する幼稚園による確保と、確認を受けない幼稚園

による確保に分けて記載する必要がございますが、今後の意向調査の結

果を踏まえて記載してまいりたいと思います。更に区外の幼稚園を利用

する区民の方と、区内の幼稚園を利用する他自治体の住民数を記載する

こととされていますので、こちらは25年度の実績数値を記載しておりま

す。確保方策の統計としては、12,234人に区外で確保する2,311人を加

え、区外の方が利用している1,099人を差し引いた13,466人となり、需

給のギャップとしては1,245人の供給超過となっております。 

事務局 ：時間も少ない中でボリュームも多いので、簡単に説明させていただき、

後ほど個別にいろいろご質問いただければと思います。保育の需要量見

込みについて、補正をかけさせていただいております。表がいくつか載

っておりますが、（1）の表の下の「補正の考え方」をご覧ください。こ

の補正をした部分が表の黒塗りをしている部分、人数が変わっていると

ころでございます。まず、認可保育所における２歳から３歳の進級率が、

平成 26年の４月の実績で 98％ということで、２歳で認可保育所を利用

されているほとんどの方が３歳時にそのまま進まれるという実態です。

こうした実態を踏まえ、３号認定の１、２歳が３～５歳に持ちあがった

際、２号認定の幼稚園利用想定を除く人数程が引き続き保育を利用する

と想定し、３～５歳の保育利用率を補正しました。表を見ていただきた

いのですが、幼稚園利用想定はそのまま 576人です。その他8,411人が

保育利用にあたるのですが、9,251人に補正しております。この補正は

ニーズ調査結果から算出した数字ではないため、在宅子育て等に算定さ

れている方から移行しました。後ほどご説明する13事業等他の算定には

勘案せず、教育・保育事業のみにかかる補正としております。補正の結

果、この表の一番下の補正後というもところの真ん中の黒塗りしてある

部分、18,722人がいわゆる保育利用想定の数字となっております。 

続きまして、３ページで保育所等の確保方策の考え方を示しております。

まず、平成 26年４月の実績とピーク年度である平成 30年度の需要量見
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込みを比較し、ギャップを算出いたしました。上段の表の一番左の欄、

これの下欄に記載している数字が、平成26年４月実績と平成 30年度需

要のギャップでございます。マイナスの数字が、需要に対して足りてい

ないというところです。２号認定保育、３～５歳ですが、こちらが2,453

人、０歳が 1,604人、１～２歳が1,211人足りていない、不足している

ということでご理解ください。 

そこで、上の説明文の２番目を見ていただきたいのですが、どうやって

解消を目指すかについては、待機児童解消加速化プランとして、国が安

心子ども基金を中心に、整備費については事業者負担が 1/8で済む補助

金がございます。そういった制度を活用して待機児童の解消を目指して

いきたいというのが平成29年度末に向けた取組みで、ギャップの解消を

図るよう、26～29年度に集中的に新規整備を行ってまいります。新規整

備につきましては、認可保育所の整備を中心としつつ、０、１、２歳の

低年齢児のニーズに対応するために地域型保育事業の小規模保育事業で

の整備も行ってまいります。 

また、こうした平成29年度までの集中的な整備を図っても、０歳児のギ

ャップは解消されておりません。下にある表をずっと辿っていただいて、

平成29年度確保総計と需給ギャップというのを見てください。マイナス

であったところを追っていただくと、徐々にマイナスがプラスになって

くる部分があります。プラスになっている部分は、需要に比べて定員が

超過しているということです。平成 29年度に関して言うと、マイナス

719で、０歳だけが不足しているというところです。こちらにつきまし

ては、ワークライフバランスの観点から育児休業の利用を推進していき

たいということで、１～２歳の余剰枠を増やすことで、育児休業明けの

保育需要に対応できるようにいたいとの考えから、１～２歳については

０歳に比べて定員超過の状況になるようにしたいと考えています。ただ、

０歳の部分のマイナスが無くなっていないということもありますので、

小規模保育事業を中心に平成 30年度、31年度で整備をしていきたいと

考えております。一番下の欄に書いてあるのが各年の整備量ですが、当

初は、20人以上の認可保育所を中心に進めていきます。平成 27年は認

可保育所が 1,220、小規模保育事業が 180として、当面こういったペー

スで進めていきます。平成 30年度からは小規模施設、19人以下の施設

を中心に整備を進めたいと考えております。 

また、平成28年度以降、３～５歳の保育部分に余剰が生じてくることか

ら、平成29年度以降、認可外保育施設の３～５歳の定員を０～２歳に順

次振り分けるという形を数字上考えております。認可外保育施設の数値

をみていただくと、２号認定保育の人数が少しずつ減っていきます。平

成 28年度から２号認定保育がプラスに転じる部分から徐々に減ってい

くということで想定をしております。 

また、認可外保育施設は、教育・保育施設また地域型保育事業への移行



 11

が想定されますが、現時点での移行施設、移行年度が把握できてないと

いうことで、施設数は平成27年度以降同数としております。今後の意向

調査の結果を踏まえて修正を予定しております。ですから認可外保育施

設のみなさまが、今後私どもで作る条例や公定価格の部分で運営上の経

費の試算などをしてご検討いただき、意向にあわせて、認可外保育で今

出している数字が移行年度で施設型や地域型に数が移っていくと想定し

ております。 

駆け足での説明になりましたが、保育に関連する部分については以上で

ございます。 

部会長 ：ありがとうございました。それでは今の説明についてのご質問・ご意見

ございましたら、お願します。 

委員  ：ひとつ質問ですけれども、幼稚園については確認を受けない幼稚園とい

う枠がありますが、認証保育所はどのような扱いになるのでしょうか。

認証保育所も給付施設に移行しないで認証のままでやっていくところが

あると思うのですが、そこの把握はどのようにされるのでしょうか。 

事務局 ：認証保育所については、現在認可外保育施設の数値の中に含まれており

ます。現段階では教育・保育施設や地域型保育事業所に数字上は移って

いない計画となっています。今後、認証保育所を含む認可外保育施設の

事業者に、移行の希望を確認しながら、修正を図ってまいります。例え

ば 19人の小規模に移りたいという意向があれば、その 19人の部分を認

可外保育施設から地域型に移すという修正を一事業者ずつしていきます。 

委員  ：では移らないところは、この認可外というところの数字のままで見てい

くということですね。わかりました、ありがとうございます。 

委員  ：認可外保育施設に関しては、都がどうするかということもあると思いま

すが、区としては給付施設に移ってくださいということを積極的にする

ということで考えてよろしいですか。 

事務局 ：東京都は、正式表明はしていませんが、確認したところによると、待機

児童がいる限りは、認証保育所の看板は降ろさないと聞いています。区

としては地域型や施設型のいずれかの認可に移っていただきたいという

希望はありますが、事業者によっては認可外のほうがいいという選択を

される方もいらっしゃると思いますので、それは各事業者の意向を聞き

ながら移行のお手伝いをしていくという形になると思っています。 

委員  ：ありがとうございました。もう一点、１～２歳のところが増えていき、

０歳はワークライフバランスで、ということですが、つまり育休をしっ

かり取っても必ず入れますということを言いますということでよろしい

ですか。 

事務局 ：１～２歳の部分での余剰枠があるということで、現在も１歳で入れない

から０歳から入れたいという方も多くいらっしゃいまして、おっしゃる

とおり、１～２歳の枠を十分に確保することによって安心して育休を取

っていただきたいと考えております。 
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委員  ：今のことで少し細かい話になってしまいますが、1歳まで育休を満杯に

取って復帰しても、年度途中の場合は０歳児クラスになってしまうと思

いますが、その辺りの融通というのはうまくできるようにお考えでしょ

うか。 

事務局 ： 委員のおっしゃるとおり、年度途中で１歳になったからといって、０歳

児クラスになる方も多くいらっしゃいます。平成31年度の需給ギャップ

がマイナスの部分ですが、この部分については低年齢児を対象とする小

規模保育事業を整備して、この数を少なくしていきたいというのがひと

つです。それから今後の検討課題になってきますが、認可保育園で、新

しく開園する場合は、一時預かり事業をやってくださいという話を進め

ています。現在まだ実施していない０歳の一時預かりを実際どうするか、

事業者も０歳を預かるとなると面積・人員の部分で、かなり準備してや

らなくてはいけないのですが、そちらをやるかどうかという検討の必要

があると思っています。 

委員  ：もう一点、少し離れますけれども、先ほどありました認証保育所が小規

模保育に移行していく時に、例えば区として、A型 B型 C型とかありま

すが、どの型に移行をお勧めするとかはありますでしょうか。 

事務局 ：現実的には事業所者と個別にお話をしながらの移行になると思います。

区としては、A型も B型も C型もメニューとしては用意していくという

ことで考えております。 

副部会長：A型 B型 C型などは分かりにくく、共有できないので、もう少し説明を

してください。 

事務局 ：申し訳ありません。A型は保育士さんが 10割必要という施設です。B型

は配置人数は変わらないのですが、今、国で示しているのが、保育士の

有資格者が５割以上ということです。C型は、A型、B型とは少し違うも

ので、現在、家庭的保育事業と言って、例えばマンションの一室を使う

ものとか、あとは小さいグループの単位で行っている保育の事業で、そ

れをつぐものが C型という区分けになっております。認証保育所が移行

していく部分については、A型、B型が対象になってくると考えています。

その中で、B型の保育士が５割以上いればいいという国の基準がありま

すが、今度は区の認可事業になりますので、区として今後その部分につ

いて、５割以上で設定するのかどうかを条例上決めていく形になります。 

委員  ：少し話が戻りますが、そもそも平成 27年、30年の推計児童数のところ

で疑問に思ったのですが、以前もこの数字の出し方で質問したこともあ

りましたが、また疑問に思うことがありまして、先日区報で区内ではこ

の５年間５歳未満の乳幼児が毎年 1,000人ずつ増えているというのを目

にしましたが、この数字を見る限りでは来年以降増えているようではな

いのですが、来年以降はその増加が見込めないということですか。それ

ともこれはもう計算上の数字なのでそういう実際の増えている数は見込

まないということでしょうか。 
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事務局 ：人口推計は国が示す方法に従って区が26年２月に推計したものです。毎

年 1,000人ずつ増えている背景には、一時期子どもの数が少なかった時

期があって、今は各年齢 7,000人ずつぐらいの人口となっている一方、

少なかった時期には、各年齢 6,000人ぐらいだった時期があります。毎

年０歳が7,000人生まれて、５歳の方が６歳になると０-５歳の枠に算入

されなくなることから、6,000人が０-５歳の枠から出るというのが主な

増加要因で1,000人ずつ増えてきています。それが５歳児も7,000人い

る状況となったので、7,000人が生まれて7,000人が０-５歳の枠から抜

けるということとなり、概ね同水準の人口が維持されるという推計にな

っております。また出生数については、女性子ども比率というのを使っ

ていて、出生数の増加も反映はされておりますが、15歳から 49歳の女

性の数も減っているので、出生率の上昇と女性の数の減少で大体同じぐ

らいの出生数が維持されるという推計をしています。ただ、この５年の

計画の中では、中間年度に検証をして、必要であれば見直しをしなさい

となっています。その時には人口推計も新しい直近の数字を使ってやっ

ていきますので、そちらも反映した上で残り２年もしくは３年の計画に

反映するということを検討しております。 

委員  ：先ほどの事務局の方の話に戻りますけれども、認証が移るための希望を

確認しながら、19人の小規模に移していくという感じの話をされたと思

います。どういうことかわからないのですが、例えば、A型は20名以上

ですよね。今のいわゆる認証保育所B型というのは29名以下です。だか

らそこで、もしかしたらこんがらがっているのかなと思ったのですが、

例えば 40人ぐらいいるところの部分の 19人分を小規模に移していくと

いうふうにも取れてしまったので、それは待機児問題に逆行すると思い

ます。それとあともう一点ですけれども、認証については都のお考えも

あり、事業者の思いもありますけれども、事業者にお任せしますという

ことではなく、世田谷区としてはどうしたいかという方向性をはっきり

出していただきたいという事業者の意見がありました。よろしくお願い

いたします。 

事務局 ：先ほどの説明は、認証保育所の類型である認証 A、認証 Bという説明で

なく、新たな小規模保育事業の類型の A、B、Cの説明をさせていただい

たところです。説明が不足しており申し訳ございません。事業所によっ

て、20人であったり 40人であったりという事業規模は認証さんの場合

それぞれだと思っています。それは保育室も含めてそれぞれの人数でや

られていると思います。そのようなそれぞれの人数でやられている事業

者さんと、設備・人員面で19人以下の小規模に移るのが適切なのか、20

人以上の施設型に移るのが適切なのか、その準備期間・準備費用を含め

て事業所さんとヒアリングをして、計画年度を実際に落としていきたい

と考えております。区としましては、できるだけ地域型であったり施設

型であったりという新制度の体系の中でやっていただきたいと考えてお
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りまして、7月 4日にその旨の説明会を開催したいと思っています。た

だ事業所さんによっては、今までの、例えば認証だったら認証のままで

いきたいという方もいらっしゃると思いますので、それは事業所さんの

意向がありますので、それを半ば強制的に移っていただくということは

考えていません。 

委員  ：確認ですけれども、今ご説明のあった小規模保育事業の中の A型 B型 C

型の C型の説明で、これは家庭的保育事業ですとおっしゃいましたでし

ょうか。家庭的保育事業は全く別物であると思います。家庭的保育事業

は５人以下のもので、小規模保育の場合には19名から６名です。保育者

の資格が家庭的保育者であるというものを C型というのであって、家庭

的保育事業ではないというのが私の認識です。それがひとつと、今、基

本方針は認証保育所を移行させていきたいとおっしゃったところの確認

ですが、例えば認証さんが施設型に移る場合には、施設型の中には保育

所、あるいは認定こども園という類型になりますけれども、これは認可

基準をそのまま引き継ぐということなので、例えば子ども一人当たりの

面積であるとかいうことをクリアしないと移行できないという意味でし

ょうか。 

事務局 ：C型の説明が悪くて申し訳ありません。委員がおっしゃるとおり、６人

から15人、経過措置の５年間は、そういった人数のものがC型です。原

則としては６人から10人以下の部分がC型になりまして、指定の研修を

受けた者が保育従事者として実施する事業がC型ということです。 

委員  ：家庭的保育事業とは別物ですね。 

副部会長：現在、グループ型などの形で実施している事業について、多分小規模の

C型にちょうど、移れるだろうことでおっしゃったのですよね。 

事務局 ：そうです。C型に移れるだろうという想定です。 

副部会長：今現在やられている事業というのが、具体的には家庭的保育というふう

に言われていますけれども、世田谷流の家庭的保育の中で、認可保育園

がサポートする形で、具体的に保育ママさんと言われている人たちが、

ひとつのマンションの中に共有してやっている事業というのがあって、

それがちょうど C型のような形で実施されている。ただ、資格を持って

らっしゃるので、また少し違いますけれども、形として言うと、そうい

うものがここに当てはまっていくのではないかという意味ですね。 

事務局 ：そのとおりです。もうひとつ先ほどのご質問に回答します。例えば施設

型に移られる場合というのは、当然その面積・人員の認可基準はクリア

しないと施設型にはなれないと考えています。 

委員  ：話がまた逸れますけれども、３ページの０歳児の中でも早生まれの子ど

もの扱いがデータ上どうなっているのかという、少し細かい確認です。

26年４月実績だと３号認定０歳児2,921人で、早生まれの子どもはその

４月入園の申請は不利になるというかできないですよね。この 2,921人

というのは事実上４月から12月、世田谷だと申請は産休明け８週からで
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したか。これは４月生まれから３月生まれの子が入って 2,921人なので

すか。 

事務局 ：４月入園については、申し込みの期限が 12月 10日までになっています

ので、11月末ぐらいから２月３月に生まれた、いわゆる早生まれのお子

さんの場合だと申し込みの機会がないわけです。それがありますので、

12月 10日までに申し込んでいただいた方を１次選考としまして、２月

１日にどこに入れますということをご通知し、入れなかった方と12月以

降に生まれた方については２次選考ということで２月 10日まで申し込

みを受け付けております。その枠につきましても０歳児をやっている保

育園で１名ずつ確保して30人前後は枠を設けていまして、その中で選考

をしております。 

委員  ：早生まれ枠みたいなものですね。 

事務局 ：ただし、受け付ける時期はそれぞれの保育園によりまして、一番早いと

ころで生後43日から受け入れています。区立については生後6カ月から

受け付けていますので、区立には実質早生まれ枠はありません。私立の

保育園で産休明けのお子さんを受け入れていただいているところに枠を

少し作っていただいて受け入れているということです。それをやっても

どうしても早生まれの場合は不利じゃないかというのは言われてはおり

ますが、現在はそういうやり方をしております。 

委員  ：子どもにとってと言うのであれば、生まれ月で保育の機会が不公平にな

らないような対応というのも今回は少し考えてほしいと思います。でも

この2,921人の中には早生まれも入っているということですね。 

事務局 ：入っています。 

部会長 ：まだいろいろあるかと思いますが、次に行かせていただいてよろしいで

しょうか。続きまして子ども・子育て支援事業について事務局から説明

をお願いいたします。 

事務局 ：続いて子ども・子育て支援事業のほうですが、資料５もあわせてご覧く

ださい。今の続きの資料６の４ページをご覧ください。４ページの（２）

－１の利用者支援事業についてです。利用者支援事業というと横浜市の

保育コンシェルジュのような、その方の働き方等に合った保育・幼児教

育サービスの情報提供を行うようなイメージが先行しています。しかし、

この利用者支援事業は、利用支援の機能の他に、相談事業として子育て

に限らず相談者が家庭や地域で抱えている複合的な課題に対しての相談

や、必要な支援にたどり着くような、寄り添った支援を行っていく、そ

のために地域の様々な機関とも密接な関係を作りながら、連携を図り継

続的な支援を行っていくことを目的とした事業です。区としては、どこ

で、どこまで利用者支援事業を実施していくのかを含めて、需要量見込

み、確保方策などを検討しているところですが、現段階ではまだまだ検

討中ですので、今回は空欄とさせていただいております。 

     次に（２）－２の時間外保育ですが、こちらは需要量見込みの補正を行
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っています。国の手引により需要量見込みが 6,535人と算出されていま

すが、これは定期的に利用したい人と必要な時に利用したい人が合わさ

った数となっております。そのため、現行の区立認可保育園の定期利用

者とスポット的に使いたい時に利用する人の割合を準用して補正を行っ

ております。補正の算定方法は記載のとおりです。その結果、ピーク年

の需要量が3,683人となり、平成29年までに3,700人の確保を目指すこ

ととしています。 

続いて（２）－３の放課後児童健全育成事業です。需要量見込みは記載

のとおりになっております。低学年につきましては需要を満たすような

確保をしていくこととしております。高学年につきましては、BOPや児

童館で児童の成長に合わせ、継続してゆるやかな見守りを実施するとと

もに、プレーパーク等を含めた地域の居場所において、大人の目が入る

よう地域での見守り等を展開してまいりたいと考えております。また、

配慮を要する児童に対しましては、放課後児健全育成事業を６年生まで

実施しているところです。 

資料６の５ページをご覧ください。（２）－４のショートステイです。シ

ョートステイ事業につきまして、現行の定員・需要量見込みは記載のと

おりです。需要量見込みを確保しておりますので、現行の体制を維持し

ていくとしています。 

次に（２）－５の乳児家庭全戸訪問事業についてですが、需要量見込み

は平成24年出生数7,433人を勘案し、人口推計0歳児数に500人加えた

数字としています。確保方策につきましては、実施体制等を記載するこ

とになっておりますので、数字ではなく実施体制を記載しております。 

（２）－６の養育支援訪問事業についてですが、区では養育困難家庭ホ

ームヘルパー派遣事業として実施しております。概要については記載の

とおりです。需要量見込みは増加傾向の実績を加味し、平成31年度には

142件を需要量見込みとしております。確保方策につきましては記載の

とおりですのでご覧ください。 

     次に（２）－７の地域子育て支援拠点事業（ひろば）です。ひろば事業

については需要量見込みの補正を行っております。対象である０～２歳

児のうち、保育の利用希望者について、ひろば事業の利用希望がないも

のとして算出する補正をしております。保育利用の需要を満たす確保を

行った場合、ひろばの需要が減るという想定の基、補正をしております。

その結果、需要量見込みは年間で 333,608人日となっております。確保

方策ですが、実績を組数に換算した上で、需要ギャップを算出し、需要

ギャップを埋めるために何カ所の整備が必要かを算出しております。算

出方法は記載のとおりで、その結果、必要となる 14カ所を 31年までに

整備し、合計52カ所の確保を目指すこととしております。 

     続いて６ページをご覧ください。（２）－８の一時預かり事業です。幼稚

園による一時預かりとその他の一時預かりを分けて確保していくことと
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されています。まず幼稚園による一時預かりの需要量見込みの補正につ

いては前回の部会でご承認いただいているとおりです。確保方策といた

しましては、幼稚園による預かり保育の現行定員とのギャップを５年間

で埋めるように確保していくこととしております。しかし私立幼稚園は

預かり保育実施園全部が定員を設けているわけではありませんので、実

績から想定して算出しております。定期利用者数と不定期利用者数に実

施日数を乗じて延べ定員を算出し、これに夏休みなどの長期休業利用実

績を加えております。確保方策は記載のとおりで、現行の預かり保育と

新制度の幼稚園での一時預かり事業を合わせて確保していきたいと考え

ております。 

続いて一時預かり事業（その他）ですが、需要量見込みの補正を行って

おり、補正の考え方は先ほど説明いたしましたひろば事業と同様、保育

の利用を希望している方を除いております。補正結果と確保方策につい

ては記載のとおりです。この一時預かりの確保方策のひとつである、フ

ァミリーサポートセンター事業については現在区では実施しておらず、

類似事業として社会福祉協議会でふれあい子育て支援事業を実施してお

ります。区で事業実施を行うか否かについては検討してございますので、

現時点は確保方策として記載はしておりません。 

     続いて７ページをご覧ください。（２）－９の病児・病後児保育事業につ

いてですが、需要量見込みの補正を行っております。この事業はいざと

いう時に使いたいという調査結果が全て反映される形で需要量が算出さ

れており、実際の利用率の低さに関わらず膨大なニーズとして需要量と

なっております。こちらについては、ニーズ調査を基にした補正が困難

なことから、実績を基に需要量見込みを算出し直しております。現行の

定員に利用対象者の伸び率とキャンセル待ち登録をしていて、実際に利

用できなかった方の割合を勘案して算出しております。詳細については

記載のとおりになっております。この補正の結果、ピーク年度である平

成 30年度の 24,095人日という需要量見込みに対して、31年度までに

24,100人日の確保を目指すこととしております。 

         次に（２）－10の子育て援助活動支援事業（就学児）については、（８）

の一時預かりの際にご説明したとおりでございます。 

最後に（２）－11の妊婦健診事業についてですが、平成25年度の母子手

帳交付件数である 8,940人を需要量見込みとしております。確保方策に

つきましては、実施場所・実施体制を記載するようになっておりますの

で、現行の都内契約医療機関での利用を維持するということでその旨記

載しております。説明は以上でございます。 

部会長 ：それでは子ども・子育て支援事業の需要量見込みについて、その補正結

果、確保方策についてご意見、あるいはご質問がありましたらどうぞお

願いします。 

委員  ：研究会でも意見が出ておりました、放課後児童健全育成事業のことです
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けれども、新 BOPは定員が設けられていないということで、ある意味需

要が増えても、どんどんその需要を同じ施設の中に吸収していくという

ことが可能と制度上はなっているかと思います。この間ちょっとある小

学校の新 BOPを拝見いたしまして、子どもが緩やかに自立に向けて離陸

していく場として非常によく考えられて作られているなという、環境的

にもいいし、そこに働いておられる職員の方々もすばらしいなと思って

感心して帰ってまいりました。ただやはりひとつ懸念がありますのが、

今後需要が増えてきた時に、今はいいけれどもどんどん子どもが増えて

くると、やはり子どもにとっていつかは辛い環境になっていくと思いま

す。定員を今すぐきちんと何か設けるというのは非現実的であっても、

定員という考え方を目安でもいいので、持っておくということが必要な

のではないかなということを強く感じています。今でも、ちょっと環境

が悪くなっている大規模な新 BOPもあって、そこにお子さんを通わせた

方が、やはり環境が悪くて辞めざるを得なかったという話も聞いており

ますし、その方のご意見では、需要が増えるのであれば児童館なども活

用して多様な場を確保してはどうかというご意見もありました。私も、

それをやるなら今ではないかなと思ってお聞きしておりましたので、こ

こで繰り返させていただきます。 

それから、地域子育て支援拠点事業ですけれども、これも私個人的な必

要性がありまして、あるひろばをやっておられる保育所に先日お邪魔を

してまいりました。そこはきちんと専用室を設けて、すばらしいひろば

事業をやっておられ、場所も非常に衛生的でおもちゃも手作りのものが

たくさん用意されていて、お母さんたちも大変くつろいでおられて、毎

日来ていますという方もいらっしゃいましたが、お聞きしましたら、補

助金が出てないということでした。何か事情があるのかなと思いました

が、あれだけちゃんと専用に環境を整えている施設になぜ補助金が出て

いないのかなと不思議に思いまた。ここの38カ所の中にあそこが入って

いるのかどうかとか、今後増設するという目標があるのであれば、どう

していかれるおつもりかをお聞きしたいなと思いました。 

事務局 ：学童についてお答いたします。確かに世田谷区の学童クラブは定員がな

いという中でやっています。また BOPと学童クラブの子が一体的にあの

中で生活をするというところでは、今の形の一緒にやるというところは

大変いいかなと私たちも考えております。ただ確かに今、大規模校を含

め、子どもの人数が増えていく中で、どのような形であの中で支援をし

ていくのが一番よいのかなというのはまさに今検討していくべきことだ

と思っております。また、国から示されています基準の中でも、概ね40

人の支援の単位というのはやはり支援をしていくのに、適切な規模であ

るという意味があるのかなと思っています。今後学童、新 BOPでそこの

あたりをどういう形でクリアしていけるのか、そういうところも含めて

みなさまのご意見をいただきながら検討していきたいと思っています。
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併せてそれには部屋の広さですとか、学校との連携ですとか、そういう

ことを含め大きな意味で新 BOP全体を考えていく必要があると考えてお

ります。 

事務局 ：ひろば事業について、ご質問いただいておりますので、回答させていた

だきたいと思います。まずひろばにつきましては、在宅子育て支援のニ

ーズが高まっているということもございまして、これまでも計画的にそ

の箇所数を増やしてきているところでございます。しかしながら、限ら

れた予算の範囲内では、申請があったから、そうした事業を実施してい

るから、といって一律に全てに補助するのではなく、やはり地域の実情

等に応じてこの世田谷区内における配置状況等を勘案しながら、これま

でも設置をしてきているところでございます。この計画の中でも今後に

向け、14カ所の整備をしていくという中で、やはり同様の考え方を持ち

ながら、ひろばを計画的に設置していく、更には公費としてその補助金

をどこに出していくかといったことを考えていく必要があるのかなと思

っております。 

委員  ：お邪魔したところでは年間実績 4,000人のご利用があるということなの

で、そのような状況で事業者の負担になっているというのはいかがなも

のかなというふうに思います。よろしくお願いします。 

委員  ：先ほど事務局からご説明がございました、幼稚園における一時預かり事

業のことでございます。ご説明の中で、一時預かりについてという６ペ

ージの資料の中でおっしゃられた確保方策についてご言及された中に、

私のほうがきちんと聞いていなかったこともあると思いますが、１号認

定・２号認定で確保されている一時預かりの他に、施設型給付に移行し

ない現行の預かり保育も合わせて確保量とするというご説明でしたでし

ょうか。 

事務局 ：はい。幼稚園での一時預かりを全て含めて、確保方策として記載をさせ

ていただいております。 

委員  ：ということはここに出ている、例えば1号認定に関して言えば、215,739

人で平成31人には219,250人日ということで、ご算出されておりますが、

この数字というのは 1号認定を受けた、いわゆる認定を受けたお子さん

と保護者に対する需要量ですか。 

事務局 ：各幼稚園が給付制度に移行しなければ、その園を利用される方は１号認

定を受ける必要はございませんが、それは現時点では把握できません。

ですから、１号認定対象者、２号認定対象者で、新制度内の幼稚園か私

学助成で運営されている幼稚園、どちらに通われていても、そちらの幼

稚園で預かり、２時などに通常の時間の終了後に預かってほしいという

需要全体を指しています。確保方策もその両方を合わせてその需要に応

えていきたいというような形で数を見込ませていただいております。 

委員  ：対象者という解釈でよろしいですか。 

事務局 ：対象者と解釈いただければと思います。 
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委員  ：対象者を含めた総需要量が215,000という理解でよろしいですね。 

事務局 ：そのとおりでございます。 

委員  ：病児・病後児保育についてですが、この中で、ニーズ調査の結果、需要

量見込みをそのまま使用することは実態にそぐわないとありますけれど

も、私どもは定員数までは申し込みがあればその全てのお子さんをお預

かりするつもりで準備して待機しております。 

例えば前日に定員枠いっぱいの申し込みがあり、朝になって全員キャン

セルということもありえるわけです。こういう状況の中で、キャンセル

待ちの方や、実際にキャンセルをした方、利用しなかった方をはずして

需要量見込みを考えるという考えは如何なものかと思います。 

セーフティネットとしてキャンセルされた人も含め全員をお預かりする

つもりで待機しておりますことをご理解頂きたいと思います。セーフテ

ィネットとして、本当に病気で困っていらっしゃる方、ギリギリまで判

断して、これは親が見るべきか、預けるべきかと悩まれている保護者の

お役に立つためにキャンセルを覚悟して待機している仕事であることを

解って頂きたいと思います。 

事務局 ：おっしゃるとおり算定上、実際に利用できなかった人だけを使わせてい

ただいております。今、委員のお話の中の、事業者さんとして大変だと

いうお話は９人の申し込みがあったけれども、９人キャンセルかもしれ

ず、それでも職員を配置している、ということだと思います。そうした

方をそのまま需要として算出すると補正前の 78,000人日といったこと

になると思います。この需要全てを確保しますと、全ての実施施設でそ

ういったことが起こるということが考えられます。ですから事業者さん

にとっては非常に辛い、いっぱい枠はあって、実際に申し込みもある、

しかしながら利用がないという状況が今まで以上に発生することになる

と思っておりまして、需要量見込みの補正の考え方からキャンセル待ち

で利用をキャンセルした人を除いて算出したところでございます。先ほ

ど、ひろばでの事務局の説明でもございましたが、区の財政上の制約が

ある中で、利用率もやはり勘案しながら、適切に利用されるだけと想定

されるものを確保していくという考え方は必要でございまして、総合的

に勘案して需要量の補正を行ったところです。 

委員  ：実際保護者の私自身の体験から言っても、例えば枠が空いていて使える

としても遠い人もたくさんいます。前もこれをお話したと思いますけれ

ども、本当のニーズというところで掘り起こしていくと、施設を作る、

そのハードのほうはもう限界があると思います。なので、助成的なとこ

ろ、お金ですね、所得制限はもちろん設けていくべきだと思いますが、

そういった民間のサービスが使えるような人たちを増やしていくのも、

本当のニーズとマッチするのではないかと思っています。私が一度も施

設に申し込みをしたことがない理由は、やはり遠かったからです。発熱

している状態の子どもをそこまで連れて行くことができなかったので、
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ベビーシッターさんにお願いをしていましたが、それも同じくギリギリ

まで考えた結果そのような対応をしました。以上です。 

委員  ：今の病児保育に関連して、私のところも病児保育をやっておりますので、

お話させていただきます。やはりこれを読みまして、私は、これはもし

かしたら今後５年10年のところで、この予測が大幅に狂う数字のひとつ

かなという危惧を持ちました。今、利用率の問題とキャンセルの問題な

どの話がありましたが、それは本当に事実でございます。 

区の予算の中で、この事業をやるのであれば利用者の需要に応えられる

かどうかということは重要だと思います。ただ、需要を考えた時に、保

育の需要の考え方と病児保育の需要の考え方は少し違う点があります。

それは、病児保育というのは非常に特殊な需要形態があるということで

す。どのような特殊な需要形態かと申しますと、ピークは定員の倍近い

需要があります。いわゆるインフルエンザの流行っている２月とか３月

とか12月ぐらいからです。そうかと思うと４月、５月というのは少なく

て、１割、２割程度の需要しかありません。そのギャップが、一年の中

でもアップダウンが激しいという特徴を持っておりまして、どこの需要

をもって、供給量を決めていくのかが重要です。今の説明だと、全く平

坦に常に同じ需要があるというような前提で平均値を基に算出している

ので、これは多分狂ってくるのではないかと思います。数字上では合う

かもしれないけれども、需要の中身を考えた時に、満足度から言うと少

し変わってくる可能性が非常にあると思います。 

とはいえ、私どもも５年間やってきて波が非常にあったのですが、この

波が平坦になりつつあります。それは５年前は、病児保育に対して区民

の方の考え方では、まだ、「病児の子どもを預けるなんて」という意識が

非常に強かった。それが段々なくなり、病児であったとしても回復期に

入って、仕事に行かなくてはならない時には預けてもいいという感覚に

利用者がなりつつあるのだと思います。それを是とするか否とするかは

また別の議論でございます。それともうひとつ、その平坦の中でも、こ

こ５年間の中でうちでは昨年は非常に急激に利用者が伸びました。前年

度の利用の実積で、私どもは予測を立てたわけですが、それがまるで予

測を超えた数に昨年はなりました。ですから今後このようなことが恐ら

く出てくるのではないかと思います。単純に伸び率ではなく、去年・今

年というところの非常に汐目が変わったところの原因が何なのか、その

変わったところの伸び率というものを少し勘案していったほうがいいの

かなということを感じました。 

部会長 ：病児・病後児保育事業については、どのような予測・補正をされたかと

いうことについて、この今の予測の仕方というのは説明としてはわかる

側面がありますけれども、特殊で少し違うところもあるのではないかと、

今後かなり伸びる可能性もあるとか、あるいは場所の問題、時期的なピ

ークがありうるということ、意識の変化、いろいろなことが今ご指摘さ
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れました。それから場合によってはベビーシッターのようなこととの組

み合わせなども考えなければいけないかもしれないというご指摘もあり

ましたので、ここは少し検討が必要かなという感じがしました。他には

いかがでしょうか。 

委員  ：これは13事業まとめてなのですが、本当はひとつひとつでやりたい感じ

です。別々にひとつずつ言いたいのですが、今、病児・病後児保育のと

ころで言うと、他もそうですけれども、世田谷はとにかく大きいので、

エリア別のニーズというのを見たいなというのがあります。やはり空白

地であるとか、先ほど委員も言っていましたけど、遠いということがあ

って、その辺りで見るとか、あと病児と病後児と分けて考えないでいい

のかというところもあるのではないかなと思っています。 

また、ここが一番言いたいところですけれども、利用者支援については

検討中ということでしたけれども、先ほどの事務局の方からのご説明も

あったように、できるだけ早く、前倒しででも検討していっていただき

たい部分です。その地域に身近な場所ということが59条に入っています

けれども、拠点事業のところで、そこに書かれている全てを実践してい

るわけではありませんが、やはりただの紹介だけではないという、何に

困っているかわからない時から付き合って、そこからつないでいくとい

うようなこともしています。普段から関わって、何もない時からつなが

っているということがすごく大事です。困った時に、自分で困ったこと

がわかって、相談に行ける人には必要ありません。何に困っているかわ

からなくて、誰に相談すればいいかわからないというところで、前にあ

ったようなベビーシッター事件がありましたけど、様々な虐待のところ

にもつながっていってしまうので、何もないところ、予防的な観点から

も是非ここをしっかり検討していただければと思います。財源確保まで

が３中学校区に 1箇所というところも大変厳しいところだなと思ってい

ますが、できるだけ早くできたらなという、切れ目のない支援というこ

とでお願いしたいと思います。 

それから、5ページの乳児家庭全戸訪問事業、いわゆる「こんにちは赤

ちゃん事業」というところですが、ここは確保方策が実施体制となって

おります。実際に訪問する数は推定があると思いますが、始まってから

何年間で全数行けていない地域がすごくあって、世田谷では大分訪問率

が上がっていると聞いていますが、その訪問率をきちんと上げるための

確保になっているのかというところを是非この中で検討して、数をしっ

かり出していただけたらと思います。今の体制をどういう算定で増やし

たのかというところが、実際訪問できていない数字から想定されてしま

うと、なかなか訪問率が上がらないのかなと感じます。 

それから、地域子育て支援拠点事業というところです。後期計画からの

変更が大分あるのではないかなというところですけれども、実際問題と

して今やっているところもとても混雑しているという状況があります。
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先ほどの BOPのところもそうですけれども、本当に厳しい、保育園がな

かなか増えない中で、利用されている方がどんどん増えている地域など

は、「ここには場所があるのでやっています」となっていますが、実際は、

パンク状態というところがとても増えています。チラシを置いてしまう

とまた来てしまうので、もうチラシも置きたくないですと言ってらっし

ゃる事業者、拠点事業の方がいらっしゃるような状況ですので、そこも

しっかり見ていただけたらと思います。また、確保方策の中の、14カ所

を整備していくというのがありますけれども、今後こども園はその中に

カウントされるのかどうかということも教えていただけたらと思います。

こども園の中の子育て支援事業で、何をするかということだと思います

が、拠点事業をやる、ひろば的な活動をされるところがカウントされる

のかということもお伺いしたいです。 

６ページのファミリーサポート事業ですが、世田谷区は、ファミサポを

実施していませんが、社協が実施しているふれあい子育て支援事業とい

うのがあります。是非、ファミサポも世田谷区で実施していただきたい

と思っています。社協さんにその旨是非お伝えいただきたいというとこ

ろと、その際にも多分ギャップがすごく出ると思います。どうしても３

から５歳が一時預かりの中に一体的に入っていることで、なんとなく確

保できたような数字が見えているように見えると思いますが、０から２

歳のところは実際にパンクしていますので、一時預かりとファミサポは

セットでもう少し細かく計画を立てていっていただけたらと思います。

一時預かり事業は元々国のほうでは給付の対象に入っていましたが、そ

れが13事業に入ってきたということで、利用の実績はなかなか増えてい

ませんけれども、とても必要な事業ですし、いろいろなバイアスがかか

っていて必要だと思われる人が利用できないというところもありますの

で、是非利用者支援とも関わってくると思いますが、きちんと利用でき

るような使いやすい体制を望みます。例えば今、ふれあい子育てを利用

するのに説明会が必要ですけれども、その説明会に入れないという状況

にもなっていますので、利用したいと思った時に利用できる体制を今後

どのように作っていくかということが課題だと感じています。 

部会長 ：ありがとうございます。 

副部会長：この議論は多分今おっしゃったように、ものすごく多くの議論が必要だ

と思いますし、研究会でもかなり議論しているところです。今、出てこ

なかった話の中で、2点お話ししたいことがあります。ひとつは、是非

この場で申し上げたいのですが、やはり幼稚園の園庭あるいは放課後の

場所、これをもっと区民全体に開放していくという視点が出ないといけ

ないと思います。保育園が満杯状態でフル活用しているため、結局ひろ

ば事業の利用者の多くはその後幼稚園に行くことが考えられます。全国

的に見ると、幼稚園が例えば２歳の就園前のクラスを積極的に展開する

とか、あるいはこういったひろばを展開するとかいうことが見られ、世
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田谷区として、地域全体で保育を進めようという議論の中に幼稚園の入

り具合が悪いなという感じがしてならないので、是非今日は幼稚園から、

利用者の方も事業者の方もいらしているのでお話いただけたらいいなと

思います。世田谷は保育ネットというのを既に作ってかれこれ10年近く

になりますけれども、当初、幼稚園の方たちにお入りいただくような仕

掛けにしていたわけですが、やはり２、３回で抜けられてしまって、結

果的には児童福祉関係の保育園の方たちが中心になってしまいました。

これも私は本当に今になってみると、あの時に幼稚園をもうひとがんば

りして、そのネットワークの中に常時入っていただくべきだったという

ことをすごく思うわけです。残念ながら幼稚園が入らない形でのネット

ワークを続けてしまった中で、やはり子どもの育ち、あるいは子育て家

庭の支援という時に、非常に貴重な実践されている幼稚園が加わってい

ないのは、具合が悪いなということを感じております。具体的にはひろ

ば事業あるいは一時預かり、こういったところへの関与を是非お願いし

たいなというふうに思っています。 

それからファミサポの問題がそうですが、結局、社会福祉協議会なり、

あるいは社会福祉事業団なりという、世田谷区の中には区をサポートす

る、そういった民間の事業者ではない、民間の事業者と区の間みたいな

事業者の方たちがいらっしゃるわけです。こういったところが松田委員

がおっしゃった市民活動とどう深く連携していくのか。世田谷区の中に

は、世田谷文化を作り出した区民活動がものすごくあるわけで、この区

民活動が、子どもの人権侵害を防ぐような活動とか子育て支援というと

ころに深く、そして広く展開してきた歴史があるわけで、それがまさに

世田谷文化だと思っています。こういった世田谷文化を作り出していく

ところの市民活動や幼稚園の方々の動きを、もう一段、このネットワー

クの活動の中に入れこんでいく、あるいは一緒に展開していくというよ

うな方向性がこの中で見えるといいなということを思っていて、是非こ

のことについて、ご発言いただきたいと思っています。 

委員  ：今、副部会長がおっしゃられたように、いわゆる私立幼稚園がずっと統

括をされてきた教育行政の中での運営の中で、今言われたような例えば

地域のひろば事業、一時預かり、ネットワークなど、そういう福祉行政

部分にオープンにされている制度になかなか参入する機会がなかったと

いう背景がまずひとつございます。それがひとつ、新制度で変わってく

るということであれば、そうした情報や参入方法を共有しながら、貢献

できるところは貢献すべきだという議論も私立幼稚園の中にあります。

まずは一時預かり事業がどういうものなのかということ自体も私立幼稚

園ではまだ共有が全く、全国レベルでできていない状態でありますから、

そのあたりが段々、給付制度への移行の問題とか出てきた時に判断をし

ていかなければならないと思っています。副部会長が言われたような地

域ネットワークへの参入ということは、私はとても大事なことだと捉え、
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考えております。ここは教育行政、福祉行政と分けてはいけないと思い

ますけれども、今まで私たちがずっと所属してきた所轄の中で、自分か

ら取りに行かないとなかなかこういう情報が出てこないという背景があ

りまして、そこをご認識いただいた上で、新制度に入っていく時にその

ような働きかけを、区からも、区民からもという形でモチベーションが

出てくれば、道が開けてくるのではないかと思っております。 

部会長 ：ありがとうございました。そういう方向が新しく検討されていくと非常

にいいのではないかと思います。他にいかがでしょうか。これを最後に

して次に行きたいと思います。 

委員  ：時間外保育事業について伺いたいのですが、現在私立保育園が受け持っ

ている、いわゆる延長保育事業というのは 1時間延長から 4時間延長ま

で、そして更には24時間延長まで行っているところがあるわけです。こ

の表での時間外保育事業の需要量見込みというのは全部まとめての数だ

ろうと思うのですが、今後区としては先ほどの子ども計画の中にもある

利用者、特に子どもの立場に立ったというようなことを前面に打ち出す

ならば、この辺りのところについての見解をお聞きしたいと思います。 

事務局 ：時間外保育事業も、区といたしましては、重要な保育サービスという形

で捉えておりますので、今、委員がおっしゃるように、24時間保育、あ

るいはその延長時間も、今１時間から４時間になっておりますが、それ

も含めまして検討していくような形になると思います。 

部会長 ：それではまだご意見いろいろあるかと思いますが、先ほどと同じように

ご意見をまた寄せていただくということにさせていただきます。もうひ

とつ、条例について、次に区が条例で定める基準について事務局のほう

から説明をお願いいたします。 

 

（４）子ども・子育て支援新制度の実施に向けて区が定める条例について 

 

事務局 ：少し時間が押してまいりましたので、今日お手元に資料７から11まであ

るかと思いますが、現在検討しております、中間報告ということで、今

日は素案の骨子という形でお示しさせていただきます。説明に入る前に、

今後のスケジュールですけれども、区といたしましては７月中にはこの

条例の素案を詳細まで固めていきたいと思っておりまして、８月のお盆

の前までには案として最終的に確定し、９月の区議会の第３回定例会に

条例案を提案していくことを予定しております。 

     今日、新制度の関連条例として５つの条例を示してございますが、総合

的な条例ということで、ひとつ、ふたつぐらいにまとめられないものか、

それともいろいろな法律から委任されている項目が複数ございますので、

それぞれ個別に条例化していくのか、そこの検討もしてきました。現時

点ではそれぞれの法律からの委任されている項目を基本にしまして、７

つぐらいの条例を作るという方向で考えております、今日はそのうちの
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５つになります。 

     まず資料７ですが、これは今回新制度で、区の認可事業となる家庭的保

育事業等の認可基準で、実際は４つの事業がありまして、その設備、施

設及び運営の基準を定める条例でございまして、区が認可するにあたっ

ての根拠条例になるものでございます。右下のページ数でいいますと、

６ページの家庭的保育事業をご覧ください。国基準が左側に書いてあり

ます。区基準としては耐震基準を設定するということで、これは全ての

事業に区として設けていきたいと考えております。ページをめくってい

ただきまして、先ほど少し議論になっておりました小規模保育ですけれ

ども、A型につきましては資格者が全員保育士なので、これは国の基準

どおりということですけれども、B型につきまして、区として独自基準

を設けることとしております。中ほどに保育従事者の列がございまして、

右側の区基準のところで、保育士割合を６割以上とするという基準を条

例に盛り込んでいきたいということで、国基準の１/２以上より厳しくす

るということです。これは現在実施していただいております、認証保育

所の保育士割合を準用させていただくという考え方でございます。それ

から10ページが居宅訪問型、いわゆるベビーシッター型の保育事業でご

ざいます。これは利用の対象が絞られていまして、障害・疾病等によっ

て集団保育が難しい方や、夜間勤務の方が対象になってくるわけですけ

れども、こちらにつきましては事業者の要件を２段目に設けております。

国基準にはありませんけれども、世田谷区内あるいは都内近郊で１年以

上保育施設を運営している法人に限定するということを考えております。

それから保育従事者につきましても、国の基準ですと家庭的保育者とな

っておりますが、区としては保育士等資格を持つ家庭的保育者で、かつ

保育の経験が実際にある方に限定するという基準を考えております。ま

た、11、12ページでございますけれども、こちらについては事業所内保

育所の基準でして、20名以上も可能となっておりますが、その際はやは

り一人当たり3.3㎡以上の面積の確保や、19人以下の場合の保育士割合

は、先ほどの小規模の B型と同様に６割以上としております。それから

13ページの地域枠についても、国基準より多めに設定したいと考えてお

ります。 

次に資料の８でございます。新制度の対象となります施設型と事業型の

運営に関する基準でございます。日頃の運営につきまして、全てこの条

例の基準に基づきまして運営していただくということになりますので、

非常に大切な条例と考えております。ページをめくっていだきますと、

国の基準が非常に厳しい内容になっておりますので、概ね国の基準を横

引きするような案で区としてもいけるのではないかと考えております。

またページめくっていただきまして、８ページの一番下の項目の運営規

定をご覧ください。③に職員の資格・免許の有無を加えることを考えて

おります。10ページの下の段の事故防止のところですが、区の求めに応
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じて、事故記録の提出を義務付けること、それから次の会計区分のとこ

ろでは、施設ごとの経理区分を求めること、財務諸表の公表を追加する

こと、それから記録の整備では、⑥として施設ごとの職員の賃金台帳あ

るいは法人では締結した委託契約等の追加、いわゆる外部ソーシング、

外に契約を出されている場合にはそういった関係書類も提出していただ

くという規定を設けていきたいと考えております。 

     次が資料９でございます。支給認定及び保育の実施に関する条例でして、

いわゆる１号から３号の認定の方法や、入園選考に関することを規定す

ることになります。こちらにつきましては、国の政省令の関係もありま

して少し検討が遅れています。４ページの下の段のところの、就労の基

準といたしましては、一ヶ月48時間以上ということで、現在一日４時間、

週３日以上としていますけれども、それを一ヶ月48時間以上とするとい

うことで、ある意味今よりも広めの基準にしております。 

次が資料10でございます。これは子ども・子育て会議の世田谷版の設置

根拠となる条例でございます。 

     それから資料11につきましては、放課後児童健全育成事業に関する基準

でして、主には国の基準を対応して差し支えないと考えております。 

この他に保育料に関しまして２本の条例を考えております。区立幼稚園

保育料の条例が独立してひとつございまして、もうひとつ認可保育所、

認定こども園、地域型保育事業、新制度に移行されてきました幼稚園の

保育料を定める条例ということで、保育料関係で２本、素案を固めてい

きたいと考えております。説明は以上でございます。 

部会長 ：ありがとうございました。中身はたくさんあります。国基準が基本にな

っていて、区として独自に、加えられるものについて今、ポイントを説

明していただきましたが、ご意見・ご質問がございましたらどうぞ。 

副部会長：この問題について研究会で申し上げているのは、やはり世田谷ルールを

作らなければいけませんから、今まで世田谷が大事にしてきたものが、

そのラインより落ちることがないようにしたいというのが基本的な考え

方です。今日は説明されなかったのですが、大事なことは子どもの人権

侵害があってはならないということで、具体的には質の担保とその評価、

そして中で何か起きた時の人権侵害等に対する基本的な救済、このよう

な問題について何らかの形できちんと条例の中に盛り込んでいただきた

いという話をしています。少なくとも子ども条例の中にある精神という

ものをきちんとこの条例の中に盛り込んでいただくということが大事で

はないかということが言われておりますので、この点をその中に位置づ

けていただきたいということです。 

事務局 ：今、副部会長からお話がありましたように、保育あるいは幼児教育の質

を担保していくことが重要なのですが、今回の新制度が実態と少し合っ

ていないところがございます。公立の保育園や公立の幼稚園の関係、そ

れから認可外であります認証保育所や保育室、こちらがなかなかすっき
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りと新制度のほうに移れないという実態があります。そうした中でも新

制度をうまく活用しながら、これまで世田谷の中で培われてきました、

質の高い保育や幼児教育をどうやって担保していくかということが、今

回条例制定にあたりましては一番大事なところになるかと思います。現

在、まだ条例の案文あるいは骨子という形で、そのあたりまで示しきれ

ていないのですが、引き続き検討して画竜点睛を欠かないようにしてい

きたいと思っていますので、よろしくお願いいたします。 

委員  ：今、お示しいただいているこの条例の素案・骨子の他にこれから保育料

の部分も出てくるというお話でしたけれども、それの見通しについてお

話いただきたいと思います。私立幼稚園の場合は入園説明会を始める段

階で、施設型給付に移行する場合には区が設定する保育料によって保育

料が変動すると書くようにとなっております。このような対応は保護者

の方に対してとてもできない対応だと私どもは思っておりますので、見

通しだけでもお聞かせください。 

事務局 ：保育料につきましては今月中には案という形でまとめる予定になってお

ります。 

委員  ：基本的な質問ですが、資料８の３ページの表の幼保連携型認定こども園

のところですが、定員を設定しないことも可能となっています。この記

載の意図を教えてください。 

事務局 ：新しく今回改正されました、認定こども園法によりますと、認定こども

園の対象になりますお子さんの年齢は３歳から５歳ですけれども、その

中でいわゆる１号認定に対応する、今で言うと幼稚園部分ですが、そこ

の定員、それから保育の必要な２号認定の方の定員を設定することにな

るわけですけれども、地域の状況や保護者の方の状況を踏まえてそれぞ

れの定員を設定しないような運営の仕方も可能ということが国から示さ

れています。ただし当然一人当たり面積や、幼稚園の教室の取り方とい

った基準はありますのでそれはクリアする必要があります。定員を設定

しないで詰め込んで受け入れるということではなく、運営上、あるいは

お子さん・保護者の状況を踏まえて、そのような設定の仕方も可能とい

うことになっております。詳細は今度、条例などをつめていく中でお示

しできるかと思っております。 

委員  ：小規模保育事業のA型とB型のところで、資格のところでA型が保育士

割合100％、B型が６割以上というところですけれども、運営する側とし

て運営費といいますか補助金ですけれども、A型と B型で運営費がもち

ろん違いますよね。それで今度利用する側からすると、小規模も利用調

整されるということですから、同じ小規模保育事業でも格差が生まれる

ような感覚がありますが、先ほど保育の質の確保というところでは、運

営費が違うというのは施設の格差にならないでしょうか。 

事務局 ：先ほどの資料７の７・８ページになりますが、例えば小規模保育 B型で

あれば、０歳児が３人、１～２歳児があわせて 16人という 19人の小規
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模保育を考えた場合、保育士は５割ということであれば、プラス１名し

なければいけませんので、資格者は５名中３名でいいということです。

ところが６割ということになりますと、端数を切り上げることになりま

して、５名のうち４名に有資格者ということになります。この６割とい

うのは１/２と比べて「10％しか厳しくないじゃないか」と数字上は見え

ますけれども、現実の運営としては保育士の資格がある方を確保しなく

てはならないという実態がございます。今回示されております公定価格

も A型の場合と B型の場合、B型が低く示されておりまして、区として

どれだけ独自に運営費を上乗せできるかという、事業費のことも一緒に

考えていく必要がございます。その中で、いわゆる資格取得を促進する

ような経費を今でもみるなどしていますが、当然低い運営費のままだと

格差がつくということがございますので、できれば B型に移行された場

合でも、なるべく早い期間に A型に移っていただけるように促進する支

援を考えております。それはまたこの条例作りとは別の、いわゆる事業

の作り方になってまいりますが、また詳細が決まりしだい、いろいろご

相談はさせていただきたいと思います。 

委員  ：この条例に関する基準、内容についてはすごく世田谷基準で厳しくでき

ているなと思って拝見しました。特に事故のところで報告を義務付ける

というのはやはり絶対に必要ですし、資料８の10ページの下のところは

すごく厳しくなっているなと思って拝見しました。基準条例では多分難

しいと思いますけれども、先ほど委員のほうから幼稚園に全然情報が伝

わっていないという話が出てきて、実はそれは世田谷だけではなく、全

国の幼稚園の先生方から伺うと、とにかく「保育園ってこのように運営

がされているの」とか「地域ってこのようなことになっているの」とい

った話を最近よく伺います。条例という形は厳しいかもしれませんが、

やはり幼稚園の豊かな資源を一緒に使っていくということを考えないと、

新制度に入らないからということで、対象からはずしてしまうというこ

とになると、やはりこれからも変わらないのではないかなと思います。

幼稚園のこれからの発展とか今まで培ってきたもの、区民とやっていく

ところを考えても、何か新制度に入らなかった施設との連携みたいなと

ころをうまく条例に独自に入れていけるようなことをしていくとか、情

報をつなげていくようなことをするとよいと思います。そして新制度に

入らなくても区と区民と一緒にやっていくといったことを入れていくこ

とで、少し幅が広がって、今まで使われてなかった資源が使われるよう

になるのではないかと思います。それはもちろん保育の側にとってもい

いことだし、区民にとってもいいことだし、幼稚園の側にとってもこれ

から少子化の時代を見据えた時に、地域と一緒に歩んでいくということ

はすごく重要なことだと思いますので、何かそういった新しいことをこ

の基準以外の条例などでできないかなと思いました。 

委員  ：資料７に関連することですけれども、小規模保育事業等から３歳以上の
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施設型に移行する際の話ですが、連携施設についての問題というのが今

耳にすることが増えています。突然、認可保育所に他の事業者が来て、

連携施設になってくれと言ってくるのは、どこでどのような保育をやっ

ているのかもわからない中では難しいと思います。条例の中にどのよう

に書けるのかわからないですが、先ほどの子ども計画で出てきた、区の

役割というところでも、区の中での保育施設全体をどのようにコーディ

ネートしたり、結びつけていくかというところを、区が全体的な構造と

して考えるというところを少し入れていただけたらいいのかなと思いま

す。それから、先ほどの幼稚園の件ですけれども、幼稚園はやはり最初

の子育て支援の流れの中で、保育所のほうからスタートしていったよう

な制度的な流れがあって、なかなか幼稚園に情報が伝わらないとか、お

金がいかないとかいろいろな問題があると思います。ただ実際には３歳

未満で、子育て支援の場を使っている人たちの多くが幼稚園を利用する

という状況なっているので、２歳児とか満３歳児に対する支援は一部さ

れているところも多いと思いますが、そこを広げていくような検討をさ

れたらいいかなと思います。 

委員  ：やはり質の確保というのはかなりここでもうたわれているし、今後もず

っと追求していくことになると思いますけれども、新制度にあたって、

幼保連携型認定こども園のことが、今回全然出てきていませんけれども、

それに向けて、いわゆる保育教諭の問題があると思います。幼稚園教諭

の勉強と、保育士の勉強とをきちんとしているということで、保育教諭

というものが位置付けられております。まだ両方の資格を持っていない

方たちもいらっしゃるわけですので、ここをやはりどうか養成を促進し

ていくような方向性を区の方針として打ち出していただきたいと思いま

す。国は既に補助率１/２の補助を出すと言っていますけれども、世田谷

区としては事業化していないと聞いておりますので、是非事業化し、そ

して先々を見つめて、いわゆる子どもに関わる、幼稚園においても保育

園においても関わるものたちが、教育も養護も両方カバーしていけるよ

う補助をしていただければと思います。前から言っているように私はこ

のふたつを区別すること自体おかしいと思っていますが、本当にトータ

ルとして子どもの育ちというものを見ていける職員の育ちということを

重視し、是非区として養成に力を入れていただきたいと思います。 

部会長 ：大体よろしいでしょうか。先ほどお話がありましたように、この条例に

ついては今後更に検討して８月中頃で固めるということです。この部会

で意見を出すことは今回で一応終了ということになりますか。 

事務局 ：メール等でご意見いただければ大変ありがたいです。できれば早いほう

がいいので７月中旬までにお願いします。 

部会長 ：大事なことなので、是非ご意見をいただければと思います。基本的には

国基準、それに世田谷として今まで培ってきたもの、あるいはこれから

大事にしようとしていることについてできるだけ条例の中にきちんと入
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れていきたいというお話があって、そういう検討が進んでいると思いま

すので、みなさまのご意見を是非生かしていただければと思います。少

し時間が過ぎましたが、今日はたくさん項目がございましたので、活発

にご意見いただきましてありがとうございました。それでは進行を事務

局にお返しいたします。 

事務局 ：本日は貴重なご意見をいただき、また限られた時間で多くの議論をさせ

ていただきまして、ありがとうございました。ご意見を言いきれなかっ

た部分もあるかと思いますので、先ほどもご案内いたしましたが、７月

15日の火曜日までに事務局宛にメール等でご意見をいただければと思い

ます。それから事務局より事務連絡をさせていただきます。本会議の議

事録の取り扱いにつきましては、これまでどおりの適用をさせていただ

いております。また委員の任期延長についてのご依頼中に恐縮でござい

ますが、次回の第６回子ども・子育て部会の日程につきましてご連絡さ

せていただきます。次回は７月 30日の水曜日 18時からを予定しており

ます。日程調整の関係から夜間の開催となり申し訳ありませんが、ご理

解いただきたいと思います。場所につきましては、区役所第３庁舎３階

のブライトホールを予定しております。また時期が近づきましたら改め

てご案内をお送りさせていただきます。議題につきましては、子ども計

画の素案及び基準を定める条例案についての議論を中心にさせていただ

く予定になっております。最後になりますが、岡田より挨拶をさせてい

ただきます。 

事務局 ：時間が過ぎてしまいましたが、今日は本当に熱心なご議論ありがとうご

ざいました。また本当に盛りだくさんの議事を円滑に進行していただき

まして、部会長本当にありがとうございました。今日いただいたご意見

またこれからいただくご意見を踏まえまして、この新制度に向けた準備

を進めていこうと思っております。先ほど来、区の基本的なスタンスを

条例の中に埋め込めればというご指摘がありまして、冒頭説明させてい

ただいたように、１本の総合条例であれば区の思いを書きやすいのです

が、法令との関係上、単独条例にせざるを得ない状況でして、そうなり

ますと、運営基準条例の一般原則のところで少し書きこめるかというこ

とを検討しているところです。いずれにしましても今後、素案ができ次

第またお示しをさせていただきたいと思いますので、どうぞよろしくお

願いいたします。今日は本当にありがとうございました。それからフォ

ーラムは７月６日にございますので、チラシをお配りさせていただきま

したが、お時間があれば是非ご参加をよろしくお願いいたします。どう

もありがとうございました。 

事務局 ：以上をもちまして第５回子ども・子育て部会を閉会いたします。どうも

ありがとうございました。 

以上 


